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概要：（1,000 字以内で記述） 

研修は，組織と労働者の双方にメリットがあり，経営の大きな課題である．組織視点での効果は，組織

へのロイヤルティ向上，生産性の向上，顧客へのサービス品質の向上，離職率の低下，そして企業業績

の向上が挙げられる。労働者視点での効果は，専門知識や能力の獲得，賃金と職位の向上，そして job 

satisfaction の向上が挙げられる。既存研究では，大企業における社内研修や OJT(on-the-job training)

に焦点を置いていた。しかし，世界の企業全体の約 90％，雇用の 50％以上を占めるのは中小企業であ

る。経営資源の限られる中小企業では，自社で研修プログラムを充実させることは難しい。そこで，産業を

活性化させるため，行政機関が研修を提供しているが，この文脈では研修効果の議論が不足している。

そこで，本研究では，オンライン調査で得たデータに共分散構造分析を適用し，高知県庁が提供する研

修サービス(土佐 MBA)を対象に，企業規模別の研修の効果を明らかにした．その結果，大企業では年

収や職位などのキャリアステータスよりも，仕事に活用できる専門知識の方が満足に正の影響を与えた。

その理由としては，昇進はより高い賃金とより大きな特権を伴うものの，大企業ではそれ以上に責任の大

きさと労働時間が増加してしまうことが考えられる。一方中小企業では，専門知識よりもキャリアステータス

の方が満足に正の影響を与えた。組織体系がシンプルな中小企業の方が，職位が仕事の態度に強く影

響していると推察される。本研究の結果は，行政サービスの設計に有意義な示唆を提供する。 
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